
Ⅲ 担い手 

 担い手の育成・確保   
  

○○岐岐阜阜県県方方式式にによよるる就就農農支支援援 
新規就農者、雇用就農者、定年帰農者、農業参入法人及び集落営農を幅広く地域農業の多様な

担い手と位置づけ、相談から研修、就農、定着までを一貫して支援する「岐阜県方式」による就

農支援で新たな担い手を育成しています。 

 
 

 

※本表は、令和６年度の主な就農支援内容 
 

○○新新・・担担いい手手育育成成ププロロジジェェククトトのの展展開開 
平成 29 年度から５年間で新たな担い手 2,000 人・経営体を育成する「担い手育成プロジェク

ト 2000」は、令和２年度までの４年間で目標を達成しました。 

令和３年度からは、「新・担い手育成プロジェクト」として、サポートチームによる新規就農

者への支援等、担い手の早期経営安定と発展への支援強化、産地の実情に応じた多様な担い手の

育成・確保を推進しています。 
  
 

 

  

  

  

  

  

  

  

  
  

◆サポートチーム 

  就農５年目までの新規就農者１人１人に対して、市町村・ＪＡ・農林事務所等で構成する「サ

ポートチーム」により、経営・技術両面から伴走支援を行っています。 

＜令和５年度サポートチーム数＞                     （単位：チーム） 
主な経営 

品目 
夏秋 

トマト いちご ほうれ

んそう 
冬春 

トマト 
その他

野菜 水稲 果樹 花き 畜産 その他 合計 

チーム数 109 39 31 17 50 22 25 6 25 16 340 
※チーム数は支援対象者数を示す                            県農業経営課調べ 

【就農相談の実施】 

・県内外での就農相談会の  

  実施（対面） 

【就農・就業情報の発信】 

・ポータルサイトで情報 

発信 

【現地研修の実施】 

・農業体験研修 

・基礎研修のオンライン 

開催 

【長期研修の実施】 

・就農研修拠点やあすなろ農業塾 

での研修支援 

【就農準備の支援】 

・青年等就農計画の策定 

・農地の借入やほ場準備 

【研修期間中の資金交付】 

・就農準備資金等 

【集落営農の人材育成】 

・重点推進地域等への担い手育成 

推進チームの派遣 

【施設、機械の導入支援】 

・経営発展支援事業等 

【技術・経営改善の指導】 

・関係機関による技術・経営両面の伴走

支援（サポートチーム） 

【経営継承の推進】 

・譲渡された施設の改修等への助成 

【就農後の資金交付】 

・経営開始資金等  

【収入保険等の加入促進】 

・収入保険や農業共済の加入推進  

区分
5年間
目標

H29 H30 R1 R2
4年間
合計

新規就農者 600 110 92 93 87 382

雇用就農者 600 140 240 187 246 813

定年帰農者 500 198 184 153 154 689

農業参入法人 100 22 21 16 16 75

集落営農 200 17 9 24 24 74

合計 2,000 487 546 473 527 2,033

担い手育成プロジェクト2000（H29～R3）

 相相  談談 研研  修修 就就  農農 定定  着着 発発展展 

（単位：人・経営体） （単位：人・経営体） 

 新規就農者 500 100 78 74 64

 雇用就農者 800 160 330 249 268

 定年帰農者 750 150 162 147 130

 農業参入法人 75 15 11 6 8

 集落営農 75 15 15 12 14

合　計 2,200 440 596 488 484

新・担い手育成プロジェクト（R3～R7）

区　分 R4実績 R5実績
5年間
目標

単年度
目標

R3実績
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○○新新たたなな農農業業のの担担いい手手はは 448844 人人・・経経営営体体  
新規就農者、雇用就農者、定年帰農者、農業参入法人、集落営農を幅広く多様な担い手と位置

付け、令和５年度 484 人・経営体の新たな担い手が育成されました。  
新たな農業の担い手の推移                         （単位：人・経営体） 

区  分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

新規就農者 60 77 81 99 94 90 110 92 93 87 78 74 64 

雇用就農者 67 86 106 136 111 133 140 240 187 246 330 249 268 

定年帰農者 48 50 62 82 110 142 198 184 153 154 162 147 130 

農業参入法人 11 14 13 11 15 6 22 21 16 16 11 6 8 

集落営農 － － － － － － 17 9 24 24 15 12 14 

計 186 227 262 328 330 371 487 546 473 527 596 488 484 

※集落営農は H29 から集計 県農業経営課調べ 

  

・・内内、、新新規規就就農農者者（（1166 歳歳以以上上 6655 歳歳未未満満））はは 6644 人人 
令和５年度の新規就農者数は 64 人(新規学卒９人、Ｕターン 14 人、新規参入 38 人、その他３

経営体)、品目別では野菜が最も多く 47 人となっています。 
   新規学卒：農家出身者で、学校等を卒業後、他の職業を経ずに就農した者                              

Ｕターン：農家出身者で、他産業に従事し、その後離職し就農した者                            
新規参入：非農家出身者で就農した者（婿養子等により経営開始した者を含む）                  
その他：いずれにも当てはまらない場合（集落営農・農業参入でない法人設立等）                   

  ＜参入形態別新規就農者＞                           （単位：人） 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

＜品目別新規就農者＞                                （単位：人）              

      

  

  

  

  

  

  

  

  

○○認認定定新新規規就就農農者者数数はは 119955 経経営営体体（（令令和和６６年年３３月月末末））    
＜認定新規就農者の年度別認定状況＞   （単位：経営体） 

年度 R1 R2 R3 R4 R5 

認定件数  32 44 33 54 32 

 

※認定新規就農者制度は、農業経営基盤強化促進法に基づき、新たに農業を始める方や農業を始めて５年以内の方が

作成する青年等就農計画を市町村が認定し、認定を受けた新規就農者に対し重点的な支援措置を講じるもの。 

県農業経営課調べ 

青年：就農時 40 歳未満の者、中高年：就農時 40 歳以上の者                      県農業経営課調べ 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

水　稲 4 5 8 7 4 9 8 5 8 6 7 12 8

野　菜 47 56 60 70 66 65 78 72 68 62 55 42 47

花　卉 2 4 0 6 3 3 4 1 4 3 1 2 1

果　樹 2 3 5 5 5 4 8 7 5 7 10 6 6

茶 0 0 0 1 3 0 0 1 0 1 0 1 0

酪　農 0 1 2 0 2 0 0 0 1 0 0 1 0

肉　牛 3 5 4 5 6 8 9 1 6 6 3 9 0

養　豚 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 2 3 2 5 4 1 3 5 1 2 2 1 2

60 77 81 99 94 90 110 92 93 87 78 74 64

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

新新規規学学卒卒 66 1122 1133 1133 1111 99 88 1100 1133 77 77 88 99
ＵＵタターーンン 2200 3366 3377 4400 4466 3322 4433 3366 3322 4499 1199 2200 1144
　うち青年 17 25 28 25 33 25 28 26 19 35 13 15 10
　うち中高年 3 11 9 15 13 7 14 10 13 14 6 5 4
　うち不明 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
新新規規参参入入 3344 2299 3311 4466 3377 4499 5599 4466 4488 3311 5500 4444 3388
　うち青年 22 17 13 32 20 32 44 30 26 17 25 21 18
　うち中高年 12 12 18 14 17 17 15 16 22 14 21 23 18
　うち不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 2

そそのの他他 -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- 22 22 33

計計 6600 7777 8811 9999 9944 9900 111100 9922 9933 8877 7788 7744 6644
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注 1) H28 年度までは、岐阜県青年農業者等育成センター（(一社)岐阜県農畜産公社内）における相談件数 
注 2) H29 年度からは、ぎふアグリチャレンジ支援センターにおける相談件数 

○○就就農農相相談談等等にに関関すするる主主なな取取組組みみ 

・・ワワンンスストトッッププ農農業業支支援援窓窓口口「「ぎぎふふアアググリリチチャャレレンンジジ支支援援セセンンタターー」」 
  平成 29 年４月に（一社）岐阜県農畜産公社内に設置した「ぎふアグリチャレンジ支援センター」

は、就農・就業、法人化、企業の農業参入など多様なニーズにワンストップで対応しています。

就農相談会の開催のほか、移住定住部局などとの連携による相談会に出展しています。 

就農相談件数の推移                              （単位：件） 

年 度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

相談件数 414 407 451 503 501 653 749 696 754 673 508 656 548 

  

  
・・地地域域ぐぐるるみみのの就就農農・・定定着着支支援援 

関係機関、地域が一体となって岐阜県方式による就農・定着支援を実施しています。 

◆地域就農支援協議会 
   指導農業士、市町村、ＪＡ、県など農業関係機関で構成する就農支援（主に農業経営）を行

う協議会。20 協議会で 42 市町村をカバー。 

◆就農応援隊 
   農業関係以外の団体・企業等で構成する就農応援（農業経営から農村生活まで応援）を行う

組織。７地域就農応援隊で 42 市町村をカバー、３広域就農応援隊と合わせて連合就農応援隊を
構成。（構成団体数：622） 

 

 

 

令和７年３月末現在 

○○就就農農研研修修にに関関すするる主主なな取取組組みみ  
就農希望者のニーズに対応し、基礎から実践までの就農研修を実施しています。  

◆就農研修拠点［就農に必要な農業技術や経営ノウハウを学ぶ研修施設や実施組織等］   

№ 地域 
研修拠点名 

（運営主体 ※研修拠点名と異なる場合） 
品目 

整備 
年度 

開設 
年度 

研修期間 

①  海津市 岐阜県就農支援センター （岐阜県） 冬春トマト H25 H26 14か月間 

② 岐阜市 
JA 全農岐阜いちご新規就農者研修所
（JA全農岐阜） 

いちご H19 H20 14か月間 

③ 関市 
JA めぐみの地域振興作物栽培実証圃場
（JAめぐみの） 

地域振興作物 H22 H22 1年間 

④ 本巣市 柿産地担い手育成研修 （JAぎふ） カキ - H26 1年間 

⑤ 大野町 かき帰農塾 （JAいび川） カキ - H27 年間 5回 

⑥ 飛騨市 JAひだ飛騨地域トマト研修所 （JAひだ） 夏秋トマト H26 H27 2年間 

⑦ 郡上市 
JAめぐみの郡上トマトの学校 
（JAめぐみの） 

夏秋トマト H27 H28 2年間 

⑧ 下呂市 飛騨トマト研修農園 in下呂 （JAひだ） 夏秋トマト H27 H28 1年以上 

⑨ 
中津川市 
恵那市 

ひがしみの夏秋トマト研修農場 
（JAひがしみの） 

夏秋トマト H28 H29 2年以内 

⑩ 岐阜地域 柿塾 （JA ぎふ） カキ - H29 年間 5回 

⑪ 
白川町 
東白川村 

美濃白川就農応援会議 
夏秋トマト 
有機農業 

- H29 1年間 

区 分 応援隊数 備 考 

就農応援隊 
地域 ７ 岐阜、西濃、揖斐、中濃、東濃、東美濃、飛騨 

広域 ３ 花き、酪農、飛騨牛 

連合就農応援隊 １ 10 の就農応援隊により構成 
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⑫ 
中津川市 
恵那市 

クリ新規栽培チャレンジ塾 
（JAひがしみの） 

クリ - H29 年 7回 

⑬ 揖斐郡 
JAいび川担い手サポートセンター 
（JAいび川） 

土地利用型 
作物・カキ 

H29 H29 1年間 

⑭ 飛騨地域 飛騨地域新規就農者育成協議会 
野菜・果樹・ 
畜産等 

- H30 1年以上 

⑮ 高山市 高山市就農支援協議会 
夏秋トマト・ 
ほうれんそう等 

- H30 1年以上 

⑯  美濃加茂市 飛騨牛繁殖研修センター(岐阜県) 和牛繁殖 
H30 
～R1 

R2 2年間 

⑰ 飛騨市 ひだキャトルステーション（JAひだ） 和牛繁殖 H30 H31 2年間 

⑱ 恵那市 酪農担い手育成研修 （岐阜県） 酪農 － R3 延べ 60 日程度 

⑲ 美濃加茂市 山之上果実農業協同組合 ナシ、カキ － R5 2年間 

  
＜＜内内、、①①岐岐阜阜県県就就農農支支援援セセンンタターーのの概概要要＞＞  

冬春トマトの新規就農者育成に向け、県が開発したトマト独立ポット耕に係る栽培技術及び

農業経営を開始するために必要な知識の習得に向けた研修を実施しています。 

 

（施設概要）  

研修ハウス 3,456 ㎡、 

事務・研修棟 247 ㎡、 

作業棟 126 ㎡ 

（研修概要）  

研修定員：４名（毎年募集) 

研修期間：14 か月（４月中旬～翌年６月中旬まで） 

研修内容：栽培実習(約 1,800 時間)、講義・演習等(約 250 時間) 
 

 

 

 

 

  

  

  

◆やる気発掘農業ゼミ[農業の基礎的知識をオンラインで学ぶ研修]  

令和２年度までは、「農業やる気発掘夜間ゼミ」として、夜間に対面で開催していましたが、令和３年

度以降は、「やる気発掘農業ゼミ」としてオンラインで開催しています。   

やる気発掘農業ゼミ受講者数（R3～）（単位：人） 

 

 

 

◆あすなろ農業塾［先進農家の下で農業技術や経営を学ぶ実践研修］（単位：人） 

 

 

 
 

 
  

  年 度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 合計 

研修者 4 5 3 4 4 2 1 5 2 3 2 35 

うち就農者数 4 5 3 4 4 2 0 4 1 3 0 30 

年 度 H18～R1 R2 R3 R4 R5 R6 

研修開始者数 284 19 16 24 16 17 

うち就農者数 220 19 12 22 5 ― 

※令和７年３月末現在 

トマト独立ポット耕栽培研修ハウス 

年 度 R3 R4 R5 R6 

受講者数 157 255 213 155 

 県農業経営課調べ 

※就農者数は令和６年 12 月末現在                                       県農業経営課調べ 
 

令和７年３月末現在 県農業経営課調べ  

研修者の就農状況                     （単位:人） 
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○○研研修修教教育育機機関関   
・・農農業業大大学学校校 

実践的な教育により、時代の要請に応えた青年農業者及び農業指導者を養成しています。 
卒業生の進路（県農業大学校調べ）                      （単位：人） 

年 度 卒業生数 
就農に関する内訳 

就農率 
農業自営 就農を前提とした研修 就農のための進学 雇用就農 

S60～H20 計 716 名  179 106 －  －  39.8 
H21～H25 計 132 名   16  16  4 35 53.8 

H26 24 名   1  4  0 11 66.7 
H27 29 名  3 2 0 12 58.6 
H28 29 名   3 4 0 6 44.8 

 H29 27 名 2 3 1 9 55.6 
H30 31 名 5 3 0 9 54.8 
R1 25 名 1 0 1 7 36.0 
R2 27 名 

Mei  
2 0 1 11 51.9 

R3 25 名 5 2 0 11 72.0 
R4 21 名 0 0 0 9 42.9 
R5 25 名 0 6 0 7 52.0 
R6 20 名 0 0 0 4 

 
20.0 

                     
  
・・国国際際園園芸芸アアカカデデミミーー  

平成 16 年に開学した学校教育法に基づく専修学校で、花き生産・花き装飾・造園緑化の３つ
の専攻コースを設け、花と緑の産業に貢献できる人材を養成しています。 

卒業生の進路（県立国際園芸アカデミー調べ）                （単位：人） 
卒業 
年度 

人数 就農 公 務 員
・団体 

園芸 
業界 

進学・ 
研修 

その他 就農率 
(%) 新規就農 生産法人 

H17～26 224 4 22 9 160 11 18 11.6 

H27 17 0 2 1 10 2 2 11.8 

H28 16 0 1 2 11 1 1 6.3 

H29 23 0 0 2 19 2 0 0.0 

H30 19 0 0 5 14 0 0 0.0 

R1 23 0 0 3 20 0 0 0.0 

R2 21 0 2 1 17 0 1 9.5 

R3 15 0 1 2 9 0 3 6.7 

R4 20 0 1 2 15 0 2 5.0 

R5 20 0 1 2 13 2 2 5.0 

R6 22 0 0 1 19 1 1 0.0 

  
  
○○岐岐阜阜県県農農業業担担いい手手リリーーダダーー（（農農業業後後継継者者のの育育成成ななどど）） 

優れた農業経営を実践している農業者を岐阜県農業担い手リーダー（指導農業士、女性農業経営
アドバイザー、青年農業士）として認定し、農業後継者の育成など県農業の振興を推進しています。 
部門別人数（令和６年４月１日現在）                         （単位：人） 

項   目 土地利用 野菜 花き 果樹 特用作物 酪農 肉用牛 養豚 養鶏 養蜂 水産 苗木 農産加工 計 
指導農業士 21 51 8 4 4 3 9 0 2 0 0 1 0 103 

女性農業経営アドバイザー 10 38 9 5 1 6 7 0 1 0 1 0 0 78 

青年農業士 14 51 11 1 2 3 7 1 0 1 0 0 0 91 

 
地域別人数（令和６年４月１日現在）                      （単位：人） 

項   目 岐阜 西濃 揖斐 中濃 郡上 可茂 東濃 恵那 下呂 飛騨 計 
指導農業士 16 13 9 5 8 10 1 8 10 23 103 

女性農業経営アドバイザー 21 7 2 5 6 6 0 6 0 25 78 

青年農業士 13 14 5 5 6 3 2 3 9 31 91 

※平成 24 年度までは上級マイスター科（廃止）の人数を含む 
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○○認認定定農農業業者者はは 22,,111111 経経営営体体、、施施設設野野菜菜単単一一経経営営がが 2299％％  

令和５年度の認定農業者数は 2,111 経営体で、前年度と比べ 32 経営体減少しました。 

営農類型別に見ると、施設野菜が 29％を占め、稲作が 19％でそれに続いています。 

市町村別に見ると、高山市が 25％を占め、郡上市が７％、中津川市が６％、岐阜市５％と続い

ています。 

 

 

 

 

 

うち法人 うち法人 うち法人 うち法人

県農業経営課 21 15 21 15 郡上市 140 37 140 37
岐阜市 116 25 美濃加茂市 48 5
羽島市 30 7 可児市 10 5
各務原市 48 5 坂祝町 9 4
山県市 22 16 富加町 14 3
瑞穂市 19 8 川辺町 17 5
本巣市 48 23 七宗町 0 0
岐南町 1 0 八百津町 7 2
笠松町 1 0 白川町 25 9
北方町 10 1 東白川村 13 2
岐阜農林事務所 19 8 御嵩町 6 4
大垣市 67 26 可茂農林事務所 3 1
海津市 101 41 多治見市 8 4
養老町 52 29 瑞浪市 16 12
垂井町 28 12 土岐市 7 3
関ケ原町 7 6 東濃農林事務所 0 0
神戸町 44 13 中津川市 122 40
輪之内町 27 14 恵那市 74 27
安八町 24 5 恵那農林事務所 0 0
西濃農林事務所 6 4 下呂市 70 22 70 22
揖斐川町 68 19 高山市 532 90
大野町 52 10 飛騨市 75 30
池田町 27 6 白川村 5 2
揖斐農林事務所 1 0 飛騨農林事務所 0 0
関市 61 23 合計 2,111 626
美濃市 9 2
中濃農林事務所 1 1

認定庁別

356

農林事務所別

71 26

152 40

31 19

196 67

122

数値は令和６年３月末現在  県農業経営課調べ
国が認定した計画を除く

148

認定庁別

612

農林事務所別

314 93

150

35

 

「農業経営基盤強化促進法」に基づき、効率的で安定した魅力ある農業経営を目指す農業者が

自ら作成する農業経営改善計画（５年後の経営目標）を、国、県、市町村が認定し、その計画

達成に向けて様々な支援措置を講じていこうとするものです。 

 

認定農業者制度 

農業経営改善計画数 
 
 
 
 

営営農農類類型型別別のの計計画画数数

　稲作 396
　麦類作 0
　雑穀・いも類・豆類 15
　工芸農作物 21
　露地野菜 91
　施設野菜 615
　果樹類 99
　花き・花木 75
　その他の作物 19
　酪農 61
　肉用牛 169
　養豚 20
　養鶏 37
　養蚕 0
　その他の畜産 12

481
2,111

　複合経営

　計

単
一
経
営
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○○農農業業法法人人はは 776666 法法人人  

農業を営む法人を総称して一般的に農業法人といいます。令和６年３月末現在の農業法人は

766 法人で、前年度から５法人増加しました。営農類型別では、米・麦・豆類 333、野菜 131、畜

産 130 の順となっています。農業法人の形態別では、農事組合法人 262、株式会社 273、特例有限

会社 190 の順となっています。  

農業法人と農地所有適格法人の推移                  （単位：経営体） 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

農業法人 527 587 621 646 658 681 715 742 761 766 

うち農地所有適格法人 273 319 342 369 371 380 392 406 417 420 
令和６年３月末現在 (一社)岐阜県農業会議調べ 

 

営農類型別農業法人                           （単位：経営体） 

営農類型 米・麦・豆類 野菜 花き 果樹 畜産 茶 その他 

農業法人 333 131 53 30 130 16 73 

うち農地所有適格法人 260 54 25 14 45 6 16 
令和６年３月末現在 (一社)岐阜県農業会議調べ 

 

形態別農業法人                             （単位：経営体） 

形 態 
農事組合
法人 1 号 

農事組合
法人 2 号 

農事組合
法人 1・2 号 

株式会社 
特例

有限会社 
合資会社 合同会社 その他 

農業法人 26 74 162 273 190 2 26 13 

うち農地所有適格法人 2 52 125 121 102 2 16 0 
令和６年３月末現在 (一社)岐阜県農業会議調べ  

  

※※農農地地所所有有適適格格法法人人  

農業法人のうち、農地を所有して農業を営む

ことができる法人を農地法上「農地所有適格法

人」といいます。  

  
  
  
  
  
  
  
  

 農事組合法人 会社法人 

農業法人の種類 

 

農地所有適格法人（農地の所有が可能） 

農地法 2 条に定める要件に合致 

株式会社(有限会社含む） 
（株式譲渡制限があるもの） 

共同利用 
施  設 
(1 号法人) 

経 営 
(2 号法人) 

合名会社 
合資会社 
合同会社 
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○○企企業業等等のの農農業業参参入入ににつついいてて  
平成 22 年 11 月の農地法の改正により農外企業が農業に参入しやすくなったことから、農業参

入法人は増加しており、令和６年３月末現在で 170 社となっています。  
農業参入法人 170 社のうち、サービス業が 45 社と最も多く、次いで建設業が 33 社、製造業が

26 社となっています。  
他産業からの農業参入については、地域の農業の担い手としてだけでなく、地域全体の活性化

につながる役割も期待されています。   
 

 農業参入法人のタイプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  農業参入法人数の推移                         （単位：社）  

 

 

  

○○中中心心農農業業経経営営体体数数はは 22,,882266 経経営営体体  
農業経営体のうち、地域農業の中心を担う経営体数（認定農業者、認定新規就農者、集落営農、

基本構想水準到達者の計）は、令和６年３月末現在で 2,826 経営体であり、平成 28 年の 2,343

経営体に比べ、21%増加しています。 

 

 

○農業法人設立タイプ 

 

関連会社として農地所有適格

法人を設立し、農地の権利を

取得して農業を開始 

○農地権利取得タイプ 

 

農地法又は農業経営基盤強化

促進法等に基づき、解除条件

付きで農地の権利を取得して

農業を開始（特定法人含む） 

○農地未利用タイプ 

 

野菜工場や水耕栽培施設等農

地を利用しない農業を開始 

中心農業経営体の推移 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

農業参入法人数 81 97 102 116 137 145 158 168 164 170 

 令和６年３月末現在 県農業経営課調べ 

令和６年３月末現在 県農業経営課調べ 

中心農業経営体の推移 

2,343
2,551

2,680 2,740 2,760 2,815 2,844 2,826

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(経営体)
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 集落営農の組織化・法人化   
  

○○集集落落営営農農（（任任意意組組織織・・法法人人））はは耕耕地地面面積積のの約約 2200％％ををカカババーー  

  県では、担い手不足が進行する中､地域農業を守るために集落営農（集落などの地縁的にまと

まりのある一定の地域内の農家が共同で行う営農活動）の取組みを支援しています｡ 

令和６年２月１日現在の集落営農数は 309 組織（うち、法人数は 211 法人）で､耕地面積の

20.0%をカバーし､地域農業を支える中心的な担い手となっています｡ 

集落営農の地域別面積カバー率は、平坦地域では 24.5%ですが、営農環境が厳しい中山間地

域では 15.1%と平坦地域に比べ低くなっています｡ 

 
【集落営農数の推移】 

年度 

（調査時点） 

R1 

(R2.2.1) 

R2 

(R3.2.1) 

R3 

(R4.2.1) 

R4 

(R5.2.1) 

R5 

(R6.2.1) 

集落営農数 

（うち法人数） 

338  

(199) 

318  

(198) 

317 

(203) 

307 

(205) 

309 

(211) 

 平坦地域 163  

(109) 

160  

(110) 

161 

(112) 

161 

(116) 

157 

(120) 

中山間地域 175  

(90) 

158  

(88) 

156 

(91) 

146 

(89) 

152 

(91) 

  

【集落営農がカバーする耕地面積】 

  県全体 

 平坦地域 中山間地域 

耕地面積（ha）（農林水産省「令和 5 年市町村別耕地面積」） 54,400  28,000 26,400 

集落営農が経営・受託する耕地面積  （ha） 10,858  6,862 3,996 

(R6.2.1 現在) 耕地面積に占める割合 （％） 20.0  24.5 15.1 

  

○○中中山山間間地地域域ににおおけけるる集集落落営営農農のの組組織織化化・・法法人人化化支支援援  

  集落営農による生産体制づくりを加速化させるため、県と関係機関が一体となった組織化支

援や、専門家（中小企業診断士、税理士等）派遣による法人化支援に取り組んでいます。 
  
 ＜担い手育成推進チームを派遣した組織化支援＞     

  県では、担い手育成重点推進地域を７地域（R7.2 末 

現在）選定し、県、市町村、ＪＡ等で構成する「担い手 

育成推進チーム」と、専門家注）が連携して、各地域の実   

情に応じて、集落営農の組織化・法人化に向けた取組み 

を支援しています。                   

  注）専門家とは、県と、ぎふアグリチャレンジ支援センター    

    が連携して、選定・登録した中小企業診断士等 

＜農業経営の法人化等に向けた専門家派遣＞  

県では、ぎふアグリチャレンジ支援センターに相談窓口を設置し、経営診断に基づく専

門家派遣や、市町村、ＪＡ等の関係機関と連携した相談対応など、農業経営の法人化や労

務環境の改善等の経営改善の取組みを支援しています。 

[令和６年度専門家登録者数 33 名] [専門家派遣回数（R7.2 末現在）延べ 80 回] 

県農業経営課調べ 

R6 取組事例：東白川村（法人化検討） 

 県農業経営課調べ 
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 農地集積・集約化  

 

○○農農地地のの利利用用集集積積ににつついいてて  

生産基盤である農地については、農業経営体へ利用権設定等での貸借による集積が進み、担

い手※への農地集積面積（R6.3末現在)は 22,425ha、集積率は耕地面積の 41.2%となっています。 

地域別の集積率は、平坦地域の多い西濃地域で高く、中山間地域では、認定農業者が多い飛

騨地域を除いて、中濃や東濃地域では低くなっています。 

※担い手(中心農業経営体)とは、認定農業者、認定新規就農者、集落営農、基本構想水準到達者をいう。 

  

○○農農地地中中間間管管理理事事業業ににつついいてて 

農地中間管理事業とは、県が指定した「農地中間管理機構［（一社）岐阜県農畜産公社（平成

26 年３月に県が指定）］」が、農地を借り受け、担い手にまとまりのある形で貸し付ける事業で

す。平成 26年４月から令和７年１月までの累計で、農地中間管理機構を通じて、1,931 経営体に

対し 13,259ha を貸付けています。 

改正農業経営基盤強化促進法等（令和５年４月施行）により策定が法定化された、地域農業の

在り方や将来の目指すべき農地利用の姿を示す「地域計画」の実現に向け、一層の事業推進を図

っています。 

令和７年１月末現在 県農業経営課調べ 

 

【参考】効率的かつ安定的な農業経営を営む者が利用する農用地の面積の目標 

 平成 26年度 現在（令和５年度） 目標（令和 12 年度） 

耕地面積（①） 57,200 ha  54,400 ha 52,400 ha  

担い手が利用する面積（②） 16,992 ha  22,425 ha 40,950 ha  

②／① 29.7 %   41.2 % 78 %   

岐阜県農地中間管理事業の推進に関する基本方針（令和６年３月変更）より 

地域別の集積状況 

圏域名 
耕地面積 

(ha) 

集積面積 

（ha） 

集積率 

(％) 

岐阜 11,716 3,556 30.4 

西濃 16,817 11,084 65.9 

中濃 10,553 2,873 27.2 

東濃 8,298 1,938 23.3 

飛騨 7,089 2,974 42.0 

計 54,400 22,425 41.2 

令和６年３月末現在 県農業経営課調べ 

四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある 

農地中間管理機構の貸付面積（権利発生ベース）の推移 （単位：ha)

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 合計

939 2,755 1,281 969 685 738 1,119 1,166 1,184 1,244 1,179 13,259

うち

新規集積
65 507 382 244 241 202 248 162 231 633 431 3,346

貸付面積
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 女 性 の 活 躍  

  
○○農農業業・・農農村村でで活活躍躍すするる女女性性数数  

基幹的農業従事者の約４割を占める女性の活躍、農業・農村における男女共同参画社会の実現
に向け、「家族経営協定」の推進や女性農業者ロールモデルのＰＲなど様々な施策を推進していま
す。また、女性の担い手リーダーである岐阜県女性農業経営アドバイザーで構成する「ＧＬＡＭ
Ａいきいきネットワーク」を対象に、経営参画に向けた研修会や食育推進などの組織活動を支援
しています。 

 
家族経営協定                                 （単位：件） 

年  度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 
家族経営協定の締結数 558 580 603 619 633 639 653 661 

                                令和６年３月末現在 県農業経営課調べ 

認定農業者・農業担い手リーダーに占める女性                  （単位：人） 

 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 
認定農業者 2,118 2,139 2,171 2,192 2,158 2,136 2,143 2,116 － 

 うち女性 44 52 52 50 70 79 81 83 － 

女性農業経営ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 95 95 86 89 86 86 84 80 78 
指導農業士 112 109 104 100 98 94 99 95 103 
 うち女性 3 2 3 3 3 2 2 2 2 
青年農業士 127 115 110 117 105 98 94 87 91 
 うち女性 0 0 1 1 1 2 3 3 2 

 令和６年４月１日現在 県農業経営課調べ 
ＪＡ役員・農業委員・農地利用最適化推進委員（注）に占める女性         （単位：人） 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 
ＪＡ役員 254 261 259 260 257 259 256 
 うち女性   25 25 25 33 37 41 47 
農業委員・農地利用最適化推進委員 1,116 1,116 1,124 1,124 1,123 1,123 1,123 
 うち女性（実数） 93 92 98 97 93 119 119 

令和６年７月１日現在（JA役員）、令和６年 10月１日現在（農業委員等） 県検査監督課、県農村振興課調べ 
(注)農業委員・農地利用最適化推進委員数は定数を計上 

 

○○女女性性起起業業のの状状況況 
地域農産物を活用した加工品づくりや、朝市での販売、農家レストランでの取組みなど、女性

農業者による起業活動が活発に行われています。女性起業数は 74件（令和６年３月末時点）とな
っており、そのうち食品加工の取組みが最も多く、次いで流通・販売の取組みが多い状況です。 

【地域別女性起業実数】    （単位：件）   【女性起業の経営類型】 

地 域 起業実数
 

  
類  型 件数 

起業実数に

占める割合 
備   考 

法人 グループ 個人  農業生産 19件 26％ 農産物の生産活動 

岐 阜 8 0 8 0 食品加工 69件 93％ 味噌、漬物、ジャム等 

西 濃 18 3 14 4 
食品以外の加工 3件 4％ 

ドライフラワー、フラワー
アレンジメント等 中 濃 20 11 14 6 

東 濃 11 6 9 2 流通・販売 54件 73％ 朝市、直売所、宅配等 

飛 騨 17 4 16 1 都市との交流 15件 20％ 観光農園、農家レストラン等 

県 計 74 24 61 13 その他 0件 0％ 上記に区分できないもの 
令和６年３月末現在 県農業経営課調べ              令和６年３月末現在 県農業経営課調べ                
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 農 福 連 携  

 

○○農農福福連連携携のの推推進進体体制制  
 

担い手不足が進む農業分野で、新たな人材として障がい者が活躍し、同時に自信や生きがい

を持って社会参画を実現していく取組みとして「農福連携」を推進しています。 

令和２年度には関係機関が一体となって更なる取組みの拡大や定着を進めるため、農業及び

福祉サイドの関係機関による「地域連携会議」を県内 10 地域に設置しています。 

また、令和６年４月１日、岐阜県農畜産公社内に「ぎふ農福連携推進センター」を新たに設

置し、推進体制を強化しています。 

  
○○アアククシショョンンププラランンのの策策定定  

 
農福連携の更なる推進を図るため、令和４年４月に「ぎふ農福連携アクションプラン」を策

定し、横断的かつ計画的に取組みを進めています。 

＜アクションプランの取組方針（施策の５本柱）と主な内容＞ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜アクションプランの推進指標の進捗状況＞ 

  
○○施施設設整整備備やや障障ががいい者者のの受受入入体体験験にに対対すするる支支援援  

 
農業参入する福祉事業所や障がい者が就労する農業者の経営改善につながる環境整備を支

援しています。また、農業経営体が初めて就労系障害福祉サービス事業所に農作業を委託する

際の経費などの一部を支援しています。 

＜Ｒ６実施状況（令和７年２月末現在）＞ 
取組み 件数 内容 

経営改善につながる 
環境整備 

12 
休憩所、トイレ、ハウス用水冷エアコン、循環扇、耕運機、
運搬車、収穫機、パネル洗浄機、ミスト等 

障がい者の受入体験 ６ ほうれんそう出荷調整作業、トマト管理補助、鉢花栽培補助 
 

 

 指標項目 Ｒ５実績 目 標(Ｒ７) 
１ 岐阜県農業ジョブコーチ育成数(人) ３９ ６０ 

２ 農業者と福祉事業所のマッチング数 １０２ １３８ 

３ 農林漁業への障がい者就職件数 ３８ ７５ 

４ ノウフクＪＡＳ認証数 ２ ７ 

５ 農福連携に取り組む主体数 ２２６ ２０５ 

６ 障がい者の農業への就労者数 ６２５ ７１８ 

７ 岐阜県内の就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃(円) ２２，３０９ ２０，０００ 

１ 農福連携の理解

促進と認知度向上 
２ 農福連携を支

える人材育成 
・現場で農業者や障が

い者の作業を支援す

る岐阜県農業ジョブコ

ーチの育成 
・農業高校や農業大学

校が、農福連携等で

地域や社会を担う人

材育成を推進 
  

３ 農業と福祉の 
ニーズをつなぐ 
マッチング強化 

・実態調査に基づいた

農作業受委託など

のマッチングを推進 
・本採用に向けた、お

試し雇用への賃金

支援 

４ 障がい者等が

働きやすい環境

の整備 
・農業者の環境整備、

福祉事業所の農業参

入時の施設等の導入

を支援 
・専門的人材を派遣

し、障がい者の受入

れ時の支援を充実 

５ ブランド力向上・

販路拡大 

・ノウフクＪＡＳ認証

の取得を支援し、

農福連携の魅力等

を発信 
・障がい者雇用努力

企業のノウフク商

品等を優先的に発

注 

・地域での取組みにつ

いて、地域連携会議

内での情報共有と相

互理解を促進 
・イベントや各種広報

媒体を通じて農福連

携の取組み等を PR 
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○○全全国国イイベベンントトででのの魅魅力力発発信信  
 
＜全国農福連携マルシェｉｎぎふ 令和６年 10月 26日・27日＞ 

全国から農福連携に積極的に取り組む 50の事業者が出展し、ノウフク商品を販売するマ

ルシェを岐阜県農業フェスティバル内で開催しました。 

 ＜農福連携全国都道府県オンラインマルシェ 令和６年 10月 26日～12月 26日＞ 

「全国農福連携マルシェｉｎぎふ」で販売した商品をリピート購入してもらうため、 

ＪＡ全農が運営する通販サイト「ＪＡタウン」内の特設サイトにて、県内外の 18事業者が

出展し、オンラインマルシェを初めて開催しました。 

＜農福連携全国都道府県フォーラムｉｎぎふ 令和６年 10月 25日・26日＞ 

全国から関係者約 120人が参集し、県内の農福連携事業者を巡るスタディツアーのほか、

全国の優良事例等の発表を行うフォーラムを県庁１階ミナモホールで開催しました。 

  

 

○○ぎぎふふノノウウフフククササポポーータターーととのの連連携携  
 

 ＜ぎふノウフクサポーター＞ 

令和５年４月に農福連携により生産された農産物などの「ノウフク商品」を、積極的に取り

扱う意向を有する企業・団体等を「ぎふノウフクサポーター」とする登録制度を創設し、農福

連携の魅力を消費者に伝えています。（令和７年２月末現在、78事業者登録）。 

 ＜ノウフク商品展示商談会 令和６年 11月 15日＞ 

ノウフク商品の販路拡大のため、農福連携事業者とぎふノウフクサポーターとの「ノウフク

商品展示商談会」を初開催しました（出展者：農福連携事業者７団体、バイヤー：ぎふノウフ

クサポーター８団体）。 

 ＜「ノウフクの日」イベント 令和６年 11月 26日～12月 13日＞ 

  令和６年６月５日に国が「農福連携等推進ビジョン（2024改訂版）」を決定し、11月 29日

を「ノウフクの日」と定めたことを受け、農福連携事業者及びぎふノウフクサポーターと連携

して、ノウフク食材を使った特別メニューの提供や、販売会などを開催しました。 

 

全国農福連携マルシェ 農福連携全国都道府県フォーラム 

ノウフク商品展示商談会 「ノウフクの日」イベント 
（県庁２階での販売会） 
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 経営所得安定対策  
  

主食用米だけでなく麦・大豆、飼料用米等の生産によって水田を最大限に有効活用し、本県の

水田農業経営の安定化を推進するため、県と関係機関が一体となって経営所得安定対策及び水田

活用の直接支払交付金（以下、経営所得安定対策等という。）への加入を推進しています。 
 
○○令令和和６６年年度度経経営営所所得得安安定定対対策策等等へへのの加加入入申申請請件件数数はは33,,332244件件  

経営所得安定対策等への加入申請件数は、個人、集落営農では大きく減少している一方、法人

では横ばいの状況です。 
 
経営所得安定対策等の加入申請件数 
 年度 R2  R3  R4 R5① R6② 対比 ②／① 

総件数 6,266 5,647 4,948 4,050 3,324 82.1 

 個人 5,828 5,203 4,502 3,622 2,905 80.2 

 法人 378 385 398 385 387 100.5 

 集落営農 60 59 48 43 32 74.4 
（加入件数：農林水産省調べ） 

   
○○需需要要にに応応じじたた生生産産にによよるる水水田田フフルル活活用用のの推推進進  

平成 30 年産から産地・生産者が中心となって需要に応じた多様な米の生産・販売を行う米政

策へと見直しが行われ、需要のある麦・大豆、非主食用米、加工業務用野菜などへの生産支援

により、主食用米とこれら作物の組み合わせによる取組みが定着しつつあります。 

水田の直接支払交付金の飼料用米一般品種の交付単価減により、飼料用米一般品種から加工

用米等への転換が図られましたが、今後も、土地利用型農業経営体の安定的な所得確保に向け、

主食用米の計画的な生産と水田フル活用を推進します。 
 

品目別の作付動向                              （単位：ha､%） 

年産 
H30 
① 

R1 
 

R2 
 

R3 
 

R4 
 

R5 
② 

R6 
③ 

対比 
③／① 

対比 
③／② 

主食用米 21,500 21,400 21,400 20,700 20,000 19,700 19,600 91.2 99.5 

麦 3,405 3,510 3,573 3,642 3,753 3,862 3,920 115.1 101.5 

大豆 2,811 2,702 2,723 2,907 2,958 3,050 2,973 105.8 97.5 

飼料作物（除 WCS 用稲）  575 628 642 648 659 561 601 104.5 107.1 

非
主
食
用
米 

米粉用米 27 27 30 48 58 65 72 266.7 110.8 

飼料用米 2,347 2,336 2,271 3,008 3,712 3,496 2,777 118.3 79.4 

WCS 用稲 208 188 205 208 252 303 320 153.8 105.6 

加工用米 934 921 962 616 493 741 1,139 121.9 153.7 

新市場開拓用米 49 77 73 73 19 78 140 285.7 179.5 

備蓄米 48 92 69 92 94 94 104 216.7 110.6 

小計 3,613 3,641 3,610 4,045 4,628 4,777 4,552 126.0 95.3 

そば 330 328 318 337 316 338 320 97.0 94.7 

加工業務用野菜(※) 39 45 37 32 27 24 2 5.1 8.3 

計(主食用米除く) 10,773 10,854 10,903 11,611 12,341 12,612 12,368 114.8 98.1 
※加工業務用野菜は、水田活用の直接支払交付金のうち産地交付金活用面積 （県農産園課調べ） 
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